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１．はじめに
2007（平成 19）年度に、日本では特殊教育から特
別支援教育への転換が行われた。特別支援教育は、
これまでの障害の種類や程度に応じた就学先の決定
が個々の子どもの教育的ニーズにもとづいて決定さ
れるようになったこと、障害種別の盲学校、聾学校、
養護学校が特別支援学校に一本化され、複数の障害
を対象にしうる学校になったこと、通常の学級のみ
で学習する学習障害児等の軽度の障害児を対象に加
えたこと、特別支援学校にセンター的機能を課し、
小中学校等の相談や支援を行うようにしたこと、な
どを特徴とする。
障害ではなく「教育的ニーズ」を重視したことは、
障害の医療モデルから社会モデルへの転換として評
価できる。しかし、対象の面では、文部科学省によ
る特別支援教育の英訳「Special Needs Education」
から連想できるイギリスの「special  educational
 
needs」程の大きな変化はない。「special educational
 
needs」は、障害児に限定せず 5,6人に 1人という対
象児を想定している。特別支援教育は対象が拡大さ
れたとはいえ、障害児に限定しており、「教育的ニー
ズ」はあくまでも障害児のニーズである。
障害のとらえ方において国際的な動向である
ICFの社会モデルを採用したにもかかわらず、教育
における国際的動向であるインクルージョンについ
ては、従来の別学路線を踏襲した感が否めない。セ
ンター的機能がインクルージョンの方向を示してい
るとは言えようが、通常学級に現に在籍する障害児
を支援するということであり、積極的に通常学級に
受け入れる姿勢とは言えないからである。
1994（平成 6）年にユネスコとスペイン政府共催に
よるサラマンカ会議において採択された「特別な
ニーズ教育における原則・政策・実践に関するサラ
マンカ宣言」（以下「サラマンカ宣言」と略記する）
と「特別なニーズに関する行動のための枠組み」（以
下「枠組み」と略記する）では、すべての子どもが
通常の学校でしかも通常の学級で学習すること、特
別な学校や通常学校内の特別なユニットで学習する
ことは例外とすべきであると述べられている。この
ような教育はインクルーシブ教育と称される。この
会議には文部省（当時）からも出席者があったにも
かかわらず、特別支援教育への転換に際し、「サラマ
ンカ宣言」や「枠組み」に沿った変更は見られない。
しかし、その後、「障害者の権利に関する条約」（以
下「障害者権利条約」と略記する）が発効し、日本
も批准に向けて動く中でインクルーシブ教育を避け
て通れなくなった。
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 2012（平成 24）年に出された「共生社会の形成に
向けたインクルーシブ教育システムの構築のための
特別支援教育の推進（報告）」（以下「報告」と略記
する）はインクルーシブへ向けた第一歩と言えるか
もしれない。「報告」を受け、平成 26年度から批准
後の特別支援教育がスタートした。しかし、ここで
の「特別支援教育」が平成 19年度以降の特別支援教
育である限り、「サラマンカ宣言」等でいうインク
ルーシブ教育にはほど遠いものとなる。では批准後
のインクルージョンはどのようなインクルージョン
なのか、そこにはどのような問題があるのか。
このような問題意識にもとづき、本稿ではまず、
特別支援教育が施行されてからの実態がインクルー
シブ教育の方向に向いていなかったことを全国的な
統計から明らかにし、次いで、その背景には別学体
制を維持する特別支援教育という国の教育行政方針
があったことを示す。さらに、批准後のインクルー
シブ教育が特別支援教育に大きな変化のない限定さ
れたものであることを示す。
２．特別支援教育の実態
１）全体
表 1に義務教育段階の全児童生徒数、特別支援学
校小中学部に在籍する児童生徒数、特別支援学級に
在籍する児童生徒数数、通級による指導を受けてい
る児童生徒数の平成 19年度以降の推移を示した。特
別支援教育が始まった平成 19年から 7年間で義務
教育段階の全児童生徒数は約 63万人減少している
にもかかわらず、分離教育である特別支援学校の在
籍者数は 1.1万人増加している。通常の学校に在籍
ではあるが、学習においてはある種の分離教育であ
る特別支援学級の在籍者数は 7.4万人の増加であ
る。合わせると 8.5万人の増加である。インクルーシ
ブ教育としてとらえられる通級による指導の対象者
は 3.9万人の増加である。全児童生徒数に対する比
率では、特別支援学校が 0.14％、特別支援学級が
0.84％、通級による指導が 0.41％の増加である。その
間、いずれの場合においても年々増加傾向にある。
特別支援学校在籍者の増加傾向が続いていること、
増加数の 6割が特別支援学級在籍者であることは、
特別支援教育がインクルーシブ教育推進ではなく、
未だ分離の方向にあるといえる。
他方、図 1に示すように、これら 3つの教育形態
の割合において、特別支援学校の割合は減少傾向に
ある。つまり、特別支援学校在籍者数自体は増加し
つつ、教育形態における相対的な割合は減少してい
るのである。これは障害児の教育の場が特別支援学
級や通級による指導など通常学校に比重を移しつつ
あるとみることもできる。
しかし、通常学級からみると異なる見方も可能で
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表１ 児童生徒数の推移
義務教育
段階の全
児童生徒
数
特別支援学校
在籍児童生徒
数・％
特別支援学級
在籍児童生徒
数・％
通級による指
導の対象児童
生徒数・％
H19  1,082  5.8  0.53  11.3  1.04  4.5  0.41
 
H20  1,079  6.0  0.56  12.4  1.15  4.5  0.42
 
H21  1,074  6.2  0.58  13.6  1.26  5.4  0.50
 
H22  1,063  6.4  0.60  14.5  1.37  6.1  0.57
 
H23  1,054  6.5  0.62  15.5  1.47  6.5  0.62
 
H24  1,040  6.6  0.63  16.4  1.58  7.2  0.69
 
H25  1,030  6.7  0.65  17.5  1.70  7.8  0.76
 
H26  1,019  6.9  0.67  18.7  1.84  8.4  0.82
単位は万人、％は全児童生徒数に対する比
学齢期段階の全児童生徒数は特別支援教育の概念図（文部科
学省のHP）に依拠
図１ 特別支援学校、特別支援学級、通級による指導
の割合の推移
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ある。図 2は平成 25年度の特別支援学校、特別支援
学級、通級による指導の対象者数の比較である。左
に行けば障害の程度が重く、右に行けば軽くなると
いうことでとらえると、理論的には線のような上昇
カーブを描くはずであるが、実際の数は黒の長方形
である。つまり白の長方形が理論値からの不足分と
いうことになる。通級による指導の対象者が理論値
と比べて圧倒的に不足しているのである。では、本
来、通級による指導の対象であるべき児童生徒はど
うなっているのであろうか。可能性は 2つある。通
常の学級で特別な配慮を受けつつ学習しているか、
特別支援学級で学習しているか、である。
前述のように、児童生徒数全体が 63万人減少して
いるにもかかわらず、特別支援学校・学級在籍者数
が 8.5万人増加しているということから、通常の学
級の toleranceが低下していることが想定できる。そ
うであるならば、本来通級による指導の対象者は、
通常学級より特別支援学級に在籍する可能性が増す
ことになろう。通常学級で特別な配慮を受ける必要
のある児童生徒は 6.5％と推計されており、その中に
本来通級による指導の対象者が含まれるのかどうか
明確ではないが、含まれないとすれば、それに加え
て本来通級による指導の対象であるべき児童生徒を
通常の学級に受け入れられるのは困難であろう。含
まれる場合、通級による指導が十分でない状況で、
何らかの特別な指導が必要と考えたとき、特別支援
学級が適切だと判断される可能性が増すことになろ
う。つまり、通級による指導が不十分な状況が続く
限り、本来通級による指導の対象である児童生徒が
特別支援学級に在籍することが多くなると予想され
る。
本来通級による指導の対象であるべき者が特別支
援学級に在籍するようになると、今度は特別支援学
級の受け入れ体制が問題となる。特別支援学級が彼
らを受け入れるに十分でない場合、それに伴い、こ
れらの児童生徒より障害の程度が重い、本来特別支
援学級に在籍すべき者が特別支援学校に在籍する可
能性もでてくる。なお、平成 26年度において学校教
育法施行令第 22条の 3（特別支援学校への就学基
準）に該当しながら小・中学校の特別支援学級に在
籍するものが特別支援学級在籍者の約 1割（約 1万
7千人）を占めている。つまり特別支援学校の対象と
される者は実際には 7年間で 2.8（1.1＋1.7）万人増
加していることになる。
これらのことから、特別支援教育は、別学である
特別支援学校を整備しつつ、通常学校における別学
である特別支援学級を拡充するシステムであること
がうかがえる。
これらの傍証の 1つとして障害種別の動向をみて
いくことにする。
２）障害種別
表 2は障害種別・学部別にみた特別支援学校の在
籍者数の推移である（重複障害の者についてはそれ
ぞれの障害にダブルカウントされている）。これをみ
ると、義務教育段階において、病弱は横ばい、視覚
障害と聴覚障害は微増、肢体不自由は増というとこ
ろであろうか。これらに比して知的障害は桁違いの
増加である。高等部では、視覚障害が減少、聴覚障
害が微増、肢体不自由と病弱が増であり、義務教育
段階と同じく、知的障害の増加が突出している。
平成 19年と 26年で増加の割合をみると、義務教
育では、視覚障害が 17％増、聴覚障害が 4％増、知
的障害が 22％増、肢体不自由が 6％増、病弱が増減
なし、である、高等部では視覚障害が減少、聴覚障
害が 4％増、知的障害が 42％増、肢体不自由が 7％
増、病弱が 16％増である。
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図２ 教育的対応別にみた特別支援教育対象児の人数
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実数でも割合でも病弱を除き、4つの障害におい
て増加傾向にあることが示されているが、ここでも
う一つ注目すべきことは、学校段階ごとの増減であ
る。理論的には、小学部 6年間を 1とすると中学部、
高等部はそれぞれ 3年間なので 0.5となるが、実際
には、程度こそさまざまであるが、どの障害種別に
おいても中学部、高等部と進むにつれ割合が上昇し
ている。推移をみると、視覚障害では中学部では割
合が微増（0.63～0.67）、高等部では減少（1.81～1.44）、
聴覚障害では中学部と高等部では横ばい（0.60～
0.61、0.76～0.77）、肢体不自由では、中学部と高等部
が微増（0.58～0.61、0.7～0.72、病弱では中学部が微
増（0.7～0.73）、高等部は増加している（0.78～0.93）。
知的障害では中学部、高等部とも増加し（0.75～0.80、
1.47～1.76）、高等部では小学部の 1.5倍を超え、2倍
に到達する勢いである。
これらの数値は小学校から特別支援学校中学部
へ、中学校から特別支援学校高等部へ進学する生徒
の増加を示している。視覚障害高等部の比率の高さ
は、中途失明者の職業教育が要因であると考えられ
るが、知的障害高等部の比率の高さとその増加傾向
が注目される。知的障害の場合、高等学校に特別支
援学級が設置されていないため進学の機会がきわめ
て制限され、高等部が中学校特別支援学級生徒の受
け皿になっている側面がうかがえる。
表 3は、特別支援学級の障害種別在籍数の推移で
ある。平成 26年度において、知的障害が小学部で
49％、中学部で 56％、情緒障害・自閉症が小学部で
45％、中学部で 40％を占め、この 2つの障害種別で
特別支援学級在籍者の約 95％を占める。推移をみる
と、中学部の視覚障害で増減をくり返しているが、
他の障害については、小学部、中学部ともに増加し
ている。増加の割合でみると、視覚障害の小学部で
49％増、聴覚障害が小学部で 19％増、中学部で 20％
増、知的障害が小学部で 42％増、中学部で 43％増、
肢体不自由が小学部で 6％増、中学部で 19％増、病
表２ 障害種別特別支援学校の在籍者数
視覚障害 聴覚障害 知的障害 肢体不自由 病 弱
小学部 中学部 高等部 小学部 中学部 高等部 小学部 中学部 高等部 小学部 中学部 高等部 小学部 中学部 高等部
H19  1,559  985  2,823 2,987  1,796  2,280 28,867 21,522 42,298 13,011 7,570 9,169  7,615 5,343 5,918
 
H20  1,637 1,036 2,816 3,044 1,798  2,292 29,631 22,638 44,406 13,177 7,759  9,251 7,432 5,403 6,054
 
H21  1,714 1,077 2,742 3,096  1,809  2,309 30,811 23,735 47,288 13,507 7,979  9,412 7,459  5,290  6,143
 
H22  1,746 1,082 2,672 3,117 1,889  2,357 31,580 24,341 50,770 13,604 8,110 9,647 7,531 5,421 6,357
 
H23  1,794  1,042 2,800 3,177 1,937  2,357 32,475 24,857 53,914 13,639  8,076 9,720 7,508 5,379  6,672
 
H24  1,760 1,114 2,793  3,099  1,909  2,310 32,889 25,482 56,773 13,595  8,243 10,019  7,349  5,164 6,663
 
H25  1,858 1,124 2,719  3,090  1,922  2,376 33,464 26,299  58,253 13,633 8,311 9,963  7,475 5,244 6,910
 
H26  1,778 1,197  2,560 3,093  1,882 2,370 34,004 27,372 59,931 13,562 8,291  9,820 7,503 5,480 6,955
重複する者については、各障害にダブルカウントしてある。
表３ 障害種別特別支援学級の在籍者数の推移
小 学 校 中 学 校
視覚
障害
聴覚
障害
知的
障害
肢 体
不自由 病弱
言語
障害
自閉症・
情緒障害
視覚
障害
聴覚
障害
知的
障害
肢 体
不自由 病弱
言語
障害
自閉症・
情緒障害
H19  245  865 44,228  3,015  1,346  1,223 27,934  85  343 22,483  976  490  87 10,067
 
H20  257  901 47,062  3,163  1,492  1,324 32,132  90  328 24,202  1,038  520  87 11,570
 
H21  271  903 49,840  3,155  1,527  1,384 36,408  88  313 25,970  1,066  590  104 13,547
 
H22  272  926 52,959  3,205  1,541  1,411 40,705  101  336 27,140  1,060  588  110 15,077
 
H23  292  913 55,352  3,221  1,608  1,373 44,838  93  369  28,419  1,079  662  118 16,918
 
H24  322  944 57,565  3,226  1,693  1,454 48,757  96  385 29,395  1,148  704  114 18,524
 
H25  353  989  59,738  3,193  1,794  1,511 53,328  89  411 30,605  1,106  776  140 20,788
 
H26  365  1,029  62,591  3,205  1,992  1,460 58,376  106  410 32,230  1,159  781  148 23,248
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弱が小学部で 48％増、中学部で 59％増、言語障害が
小学部で 19％増、中学部で 70％増、自閉症・情緒障
害が小学部で 109％増、中学部で 131％増である。増
加の割合が高いのは小学部、中学部ともに自閉症・
情緒障害、病弱、知的障害の順である。特別支援学
級在籍者の増加は、実数からみると、知的障害と自
閉症・情緒障害の増加といってよい。
表 2と表 3により障害種別による教育形態の特徴
が浮かび上がる。義務教育段階において、視覚障害、
聴覚障害、肢体不自由、病弱の児童生徒が教育を受
ける場としては特別支援学校が主であり、特別支援
学校・学級で教育を受ける者の合計の 8割以上にな
る。その傾向は中学部でより強くなる。知的障害は
小学校段階では特別支援学校・学級で教育を受ける
者の 4割弱が、中学部では 5割弱が特別支援学校で
教育を受けている。
特別支援学校と特別支援学級在籍者の合計に対す
る特別支援学校在籍者数の割合はすべての障害、学
部で横ばいないし微減の傾向を見て取れる。全体と
して微減傾向にあり、どの障害が減少傾向が強いと
いう特徴は現れていない。ここでは、あくまでも、
特別支援学校と特別支援学級の合計に占める特別支
援学校の比率が下がっているということであり、特
別支援学校在籍者数自体は増加していることに留意
する必要があろう。なお、言語障害と自閉症・情緒
障害を対象とする特別支援学校は制度上存在しない
ので、特別支援学級か通級による指導の対象となる。
３）知的障害と自閉症・情緒障害
特別支援学校・学級在籍者のうち、圧倒的多数を
占める知的障害と自閉症・情緒障害についてみてみ
よう。
まず、通級による指導の不足分について考える。
知的障害は通級による指導の対象となっていないの
で、通級による指導の不足分は自閉症・情緒障害の
特別支援学級が補っていると考えられる。これらは
平成 19年から 26年の間に、小学校でほぼ倍増、中
学校では 2.3倍にもなっている。ここには通常学級
の toleranceの低下が窺える。
小学校と中学校の比率は徐々に高くなって平成
26年度では 1：0.4である。理論値を 1：0.5とする
と急増は当然のことであるが、小学校で自閉症・情
緒障害特別支援学級に在籍していた児童は中学校で
はどうしているのだろうか。通常学級での学習とい
うことも考えられるが、この増加ペースをみると、
現状では、知的障害特別支援学級に在籍する可能性
が出てくる。
では、知的障害についての状況はどうなっている
のであろうか。知的障害については、特別支援学校・
学級ともに在籍数の増加が続いている。平成 19年度
と 26年度で比較すると、特別支援学校の小学部で
18％増、中学部で 27％増であり、特別支援学級では
小学校、中学校ともにおよそ 40％増である。これだ
けでも通常学級の toleranceの低下が窺える。
小学部と中学部の人数比をみると、平成 26年度で
1：0.8であり、中学校段階になって特別支援学校に
進学する生徒がかなりいる。それらの生徒が特別支
援学級在籍だったとすると特別支援学級在籍が大き
く減少してもよいが、小学校と中学校の比では 1：0.
5であり、減少傾向はない。中学校段階になって新た
に特別支援学級に在籍する生徒が増加するからであ
る。新たに特別支援学級に在籍する生徒は、小学校
段階でどこに在籍していたのか。この内訳について
は不明であるが、2つのケースを想定することがで
きる。小学校では通常学級で学習していたが、中学
校で特別支援学級在籍となったケースと小学校では
自閉症・情緒障害特別支援学級在籍であったが中学
校では知的障害特別支援学級在籍となるケースであ
る。後者のケースを想定するのは、自閉症・情緒障
害学級における小学校と中学校の比が平成 26年度
でも 1：0.4であり、中学校は小学校の特別支援学級
在籍者全員を受け入れる状態にはないからである。
このように、特別支援学校・学級の増加を通常学
級の toleranceの低下という視点でみるならば、tol-
eranceはより低下しているといわざるをえない。そ
れは、すなわち、特別支援教育がインクルーシブ教
育に逆行する方向で動いていることを示唆してい
る。
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３．特別支援教育行政はインクルーシブ教育
へ向かっているのか
統計から特別支援教育が必ずしもインクルーシブ
に向かっていないことを明らかにしたが、その背景
には国の教育行政における特別支援教育観やインク
ルーシブ観がある。
１）就学指導（教育支援）の変化
特別支援教育がインクルーシブ教育に向かってい
るかを就学先決定の仕組みからみていこう。
図 3、図 4ともに文部科学省の「教育支援資料」??
に紹介されているものであり、図 3が平成 14年度以
降の仕組み、図 4が平成 25年度以降の新しい仕組み
である。平成 14年度以前は、学校教育法施行令第 22
条の 3に示す特別支援学校（当時は盲学校、聾学校、
養護学校）の就学基準に該当すれば、自動的に特別
支援学校へ就学するようになっていた。??
図 3の仕組みは就学基準に該当すれば原則は特別
支援学校への就学となるが、「市町村の教育委員会
が、その者の障害の状態に照らして、当該市町村の
設置する小学校又は中学校において適切な教育を受
けることができる特別の事情があると認め」??れ
ば、例外として小中学校への就学が可能であるとい
うものである。例外としての就学者は「認定就学者」
という。図 4の新しい仕組みは、就学基準は特別支
援学校就学の必要条件ではあるが、教育支援委員会
の総合的判断を経て、保護者や本人の意見を最大限
尊重（可能な限りその意向を尊重）し、教育的ニー
ズと必要な支援についての合意形成を原則とし、市
町村教育委員会が最終決定を行うというものであ
る。確かに、就学基準が唯一の判断基準ではないこ
とが明記されており、インクルーシブ教育の方向を
向いているようにもみえる。
しかし、この新しい仕組みはインクルーシブ推進
という点からはいくつかの問題がある。第一に、以
前は原則と例外が明確であったが、今回はそれが示
されていない。どちらが原則でどちらが例外という
図３ 従前の就学先決定の仕組み
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のではなく、総合的に判断するということが強調さ
れている。しかし、総合的に判断するということは、
これまでの判断が尊重される土壌を産むことになり
かねない。実際、新しい仕組みにもとづいた平成 26
年度の小学校新 1年生で就学基準に該当する者のう
ち特別支援学校に就学した児童の割合は前年度や
前々年度とほとんど同じであったのである。
第二に、「認定特別支援学校就学者」にかわる問題
である。図 3では、原則特別支援学校に就学すべき
者であるが、例外的に小中学校に就学する者を例外
として「認定就学者」としている。新しい仕組みで
は、総合的に判断して、特別支援学校が適切である
と判断した者を「認定特別支援学校就学者」と呼ぶ
ことにしたが、図 4ではこの「認定特別支援学校就
学者」が明記されていない。
「認定就学者」とは、則特別支援学校に就学すべ
き者であるが、例外的に小中学校に就学する者、で
ある。この用法に従えば、「認定特別支援学校就学者」
とは、原則小中学校に就学すべき者であるが例外と
して特別支援学校に就学する者、ということになろ
う。なお、認定特別支援学校就学者とは就学基準に
該当するもののうち、「当該市町村の教育委員会が、
その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援の
内容、地域における教育の体制の整備の状況その他
の事情を勘案して、その住所の存する都道府県の設
置する特別支援学校に就学させることが適当である
と認める者」??である。
原則と例外を曖昧にしたことによって、例外を暗
示する「認定特別支援学校就学者」を削除したので
はないかという疑念が生じる。
これらのことによって、結果的にインクルーシブ
教育への積極性が損なわれてしまったともいえる。
２）合理的配慮について
合理的配慮とは、「障害者権利条約」で注目され、
今や障害者の差別禁止や共生等において不可欠の概
図４ 新しい就学先決定の仕組み
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念である。「障害者権利条約」においては、「障害者
が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本
的自由を享有し、又は行使することを確保するため
の必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場
合において必要とされるものであり、かつ、均衡を
失した又は過度の負担を課さないもの」??と定義さ
れている。労働分野で考えると、合理的配慮は比較
的理解しやすい。たとえば、職業に必要な能力があ
るにもかかわらず、移動が困難であることを理由に
採用や雇傭の継続を拒否することは差別である。階
段にスロープを付けたり、車いすで移動できるよう
に改修等の調整（合理的配慮）をすることによって
労働の機会を平等に保障するということである。
他方、教育の分野では、理解が難しい面がある。
歴史的に、障害児に適切な教育を行う学校・学級と
して別学の学校・学級が設立されてきたという経緯
があり、特別支援学級・学級が好ましいことではあ
れ、差別になるとは考えもしないという人が多いだ
ろう。しかし、車いすや点字を使いながら小・中学
校の通常学級で学習した人も現にいることを想起す
れば、合理的配慮によって、通常の学級で学習可能
な子どもが多いことも容易に理解できる。
「教育支援資料」では合理的配慮の観点として表
4のような項目があげられている。ここには教育内
容という文字はあるが、真の意味の教育内容・教科
内容は存在しない。柴田によると、教科内容とは「各
教科において教授―学習過程の目標ないし内容とさ
れ、生徒が身につけるべき知識（概念・原理・法則
など）や技能」であり、教材とは「教科内容の習得
のために授業において使用され、教授―学習の直接
の対象となるもの」??である。
「教育支援資料」においては、たとえば、視覚障
害児に対する学習内容の変更・調整として「視覚情
報が得にくいことを考慮した学習内容の変更・調整
を行う」と示され、「状況等の丁寧な説明、複雑な図
の理解や読むことに時間がかかること等を踏まえた
時間延長、観察では必要に応じて近づくことや触感
覚の併用、体育等における安全確保等」が例示され
ている。??この例示は、明らかに、何を学ぶかではな
く、どのように学ぶかかについての言及である。
したがって、表 4には柴田の定義による教科内容
は存在しない。あるのは教材やいわゆる指導上の留
意事項の類である。教材や指導上の配慮事項が合理
的配慮ではない、といってるのではない。教科内容
への合理的配慮がなければ、「障害があるから○○は
学習できない」という理由で排除される可能性があ
るということである。私見では、インクルーシブ教
育を推進するもっとも大きな鍵は教科内容に関する
合理的配慮の有無である。
小学校や中学校の学習指導要領は、ある学年に属
するすべての子どもが学習すべきものとして目標や
内容を設定している。しかし、障害児には、その障
害ゆえに学習することが困難な目標や内容がある。
そこで、特別支援学校の場合、原則は小中学校と同
じ内容を履修しなければならないが、一部の目標・
内容を履修しないことができるとか、下の学年のあ
るいは下の学部の内容を履修することができると
か、さまざまな特例が認められている。特別支援学
級の場合も、特別支援学校と同じ例外が認められて
いる。ここに教育課程からみた特別支援学校・学級
の意義がある。
通常の学級の場合、このような例外は認められな
い。学習指導要領に示していない内容を加えること
は認められているが、学習指導要領に示されている
内容を学習しないことは認められないのである。??
表４ 学校における「合理的配慮」の観点
1 教育内容・方法
1-1 教育内容
・学習上又は生活上の困難を改善・克服するための配慮
・学習内容の変更・調整
1-2 教育方法
・情報・コミュニケーション及び教材の配慮
・学習機会や体験の確保
・心理面・健康面の配慮
2 支援体制
・専門性のある指導体制の整備
・幼児児童生徒、教職員、保護者、地域の理解啓発を図る
ための配慮
・災害時等の支援体制の整備
3 施設・設備
・校内環境のバリアフリー化
･発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる施
設・設備の配慮
・災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮
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通級による指導の対象者の場合も、通常の学級にお
ける学習では、同様に例外は認められない。しかし、
通級指導教室において、いわゆる自立活動の指導を
受けることや各教科の補充学習を行うことは認めら
れている。自立活動は小学校や中学校の学習指導要
領に示していない内容であるが、ここでの補充学習
の内容とは、あくまでも所属する学年で履修するこ
とが定められた内容である。
このように、現状の学習指導要領体制のもとでは、
通常学級は学習指導要領に示された内容を一律に学
習する場であり、教科内容に配慮の必要な子どもは
特別支援学校・学級で学習するような仕組みなって
いる。ここには、教育内容と教育の場の強固な結び
つきがみられる。したがって、通級による指導の対
象者も、通常の学級においては、学年相当の教科内
容をすべて履修すること、履修できることが前提と
なる。
このような場の規定がある限り、インクルーシブ
教育は進展しない。たとえば、障害児が通常学級で
学習する際には、障害によって学習が困難な内容は、
学習指導要領に示す目標・内容の一部を履修しない
ことができる、という例外があるだけで多くの障害
児が通常学級で学習することができるであろう。こ
ういう工夫が行政的になされることによってインク
ルーシブ教育が到来するのではなかろうか。
３）インクルーシブ教育システムのとらえについて
現行の学習指導要領体制下ではインクルーシブ教
育はなかなか進まないことを見てきた。しかし、学
習指導要領に通常の学級における特例を設けること
に踏み込む可能性は薄いと思われる。なぜならば、
国の教育行政はインクルーシブ教育を交流学習レベ
ルで理解しようとしている節があるからである。そ
こには特別支援学校を前提とした特別支援教育観が
ある。
「報告」では「インクルーシブ教育システムにお
いては同じ場で共に学ぶことを追求する」と「通常
の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援
学校といった、連続性のある『多様な学びの場』を
用意」することが併記されている。この両立はどの
ようにして可能なのか。
「サラマンカ宣言」は「特別なニーズをもつ子ど
もたちは・・・通常の学校にアクセスしなければな
らない」と明言し、「枠組み」は「国から地方までの
すべての教育施策は、障害をもつ子どもが近隣の学
校すなわちもし障害がなかったならば就学したであ
ろう学校に就学すべき制度を確立させるべき」??で
あり、「特別な学校―あるいは校内に設けられた常設
の学級やセクション―に子どもを措置することは例
外であるべきであり、通常の学級における教育が子
どもの教育的・社会的ニーズを満たし得ないことが
明白に示される場合、あるいは特別なニーズをもつ
子どもあるいは他の子どもの福祉に必要なまれな
ケースだけに勧められる」???としている。もちろん、
この例外の場合でも「完全な分離の必要はなく、通
常学級に部分的に参加することが推奨される」。???
ここにはインクルーシブ教育の明確な形あるいは
方向性が示されている。しかし、表 5にみられるよ
うに日本の動きはこのような方向ではなく、例外を
基調とし、インクルージョン的な色つけをした施策
が続けられていった。「認定就学者」制度を創設し、
特別支援教育に転換し、通常の学級における障害児
の教育を開始し、例外に対応した交流・共同学習を
進めていこうとした。
「障害者権利条約」の批准に向けては、「認定特別
支援学校就学者」制度が創設されたが、特別支援学
校が例外であるというところまでは踏み込まなかっ
た。
それを可能にしたのは「障害者権利条約」に示さ
れている general education system には特別支援学
校が含まれる、という解釈である。「障害者権利条約」
が「条約」であるためには、まだ障害児の教育を受
ける権利さえ保障されていない国・地域を考慮し、
まずは教育を受ける権利が第一の課題となる。その
ためには特別な学校を設立することも視野に入るで
あろう。しかし、日本は一応教育を受ける権利は保
障されているのであり、その次のあるべき姿を求め
るべきであろう。文部科学省は特別支援学校が gen-
eral educationa system に含まれるかどうかを気に
していたようである。???問題は特別支援学校の存在
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が認められるかどうかではなく、どちらを主とする
かであるべきであった。
「共に教育を受ける」というのは、日常的に行わ
れるのか時々行われるのか、教科の学習を共にする
のか教科以外の活動を共にするのか、等々さまざま
ななことが可能である。どれを主とするのか方針を
示すことが重要である。
特別支援学校が含まれることを前提にするかどう
かで「障害のある子どもが障害のない子どもと共に
教育を受ける」の解釈は変わってくる。特別支援学
校と小・中学校が別の学校である限り、特別支援学
級が通常の学級と別の学級である限り、そして障害
児の教育の本流がそれら特別支援学校・学級である
限り、そこでのインクルーシブ教育は特別支援学校
在籍者と小中学校在籍者の交流学習や共同学習にと
どまる。それゆえ、インクルーシブ教育の鍵である
合理的配慮についても、「報告」は、合理的配慮とは、
「障害のある子どもが、他の子どもと平等に『教育
を受ける権利』」を享有・行使することを確保するた
めに、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変
更・調整を行うことであり、障害のある子どもに対
し、その状況に応じて、学校教育を受ける場合に個
別に必要とされるもの」であり、「学校の設置者及び
学校に対して、体制面、財政面において、均衡を失
した又は過度の負担を課さないもの」という定義に
とどまってしまう。
ここから特別支援学校における「合理的配慮」と
いう発想が出てくる。確かに、教育課程論的にいえ
ば、特別支援学校における教育課程の特例自体が教
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はない。特別支援学校を、そしてそこで行われてい
る教育を「合理的配慮」ととらえることで通常の学
級で共に教育を受けるための「合理的配慮」として
の教育課程の特例が軽視されてしまうという危惧を
感じてならない。「合理的配慮」が「合理的配慮」で
はなく普通のことになることが期待されるのであ
り、特別支援学校で普通に行われるていることを「合
理的配慮」という必要はないのではなかろうか。特
別支援学校で普通に行われていることが、通常の学
級で実践されるとき「合理的配慮」に転換するので
あろう。そして、いつの日か、「合理的配慮」を意識
しない通常の学級が誕生することを、インクルーシ
ブ教育は求めているのではなかろうか。
表５ 障害者権利条約批准に向けての国内法令整備
H 6  1994 サラマンカ声明 インクルージョン
H13 2001 21世紀の特殊教育の在り方について（報告）
H14 2002 学校教育法施行令改正 認定就学者
H15 2003 今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）
H16 2004 障害者基本法大幅改正 差別禁止、交流・共同学習
H17 2005 特別支援教育を推進するための制度の在り方について 2007年特別支援教育
H18 2006 障害者権利条約 国連で採択
H19  2007 日本署名
H20 2008 発効
H23 2011 障害者基本法一部改正 合理的配慮
H24 2012
共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育
の推進（報告）
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援
法）施行
合理的配慮
H25 2013
障害を理由とした差別の解消を推進する法律（差別解消法）制定
学校教育法施行令改正 認定特別支援学校就学者
H26 2014 障害者権利条約 日本批准
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４．おわりに
今回は義務教育に焦点をあてて議論してきた。ま
ず第一に統計からみた実態としては、特別支援教育
がインクルージョンというよりは基本的には分離教
育の方向に進んでいることを示した。障害種別に
よっては特別支援学級という地域の通常の学校にお
ける学習を主とする場合もあった。しかし、義務教
育の対象者数が減少する中で特別支援学校・学級在
籍者が増加するという傾向は、通常学級から離れる
子どもたちの増加を意味する。そこでは通常学級の
toleranceが関わってくる。現行の学習指導要領体制
の下での全国学力テストの実施は通常学級の toler-
anceをより低める可能性がある。この点について
は、全国学力テストの結果と特別支援教育の統計を
相関させることで示唆が得られるかもしれないと推
測するが、これについては今後の課題である。
第二に、学習指導要領がインクルーシブ教育の進
展を阻害している一面があることを示した。小・中
学校はすべての子どもが一律に同じ内容を学ぶこと
を前提にしている。そこで障害児が学習するために
は教育課程上のさまざまな特例が必要である。しか
し、現状では、特例は特別支援学校・学級に限定さ
れており、通常の学級におけるインクルージョンは
困難な状況である。もしかしたら、教育課程論的に
は多様な内容を学ぶことが前提となっており、それ
が可能な高等学校にインクルーシブの手がかりがあ
るのかもしれない。これについても今後の課題であ
る。インクルーシブ教育を本気で進めるなら、教科
内容についての配慮が必要である。改訂作業が進行
中の次期学習指導要領に期待したい。
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